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１．2025年９月期第３四半期の連結業績（2024年10月１日～2025年６月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年９月期第３四半期 31,493 10.3 717 △41.5 722 △44.1 288 △54.9

2024年９月期第３四半期 28,561 △1.9 1,227 △49.3 1,292 △50.9 639 △61.8
(注) 包括利益 2025年９月期第３四半期 396百万円(△46.9％) 2024年９月期第３四半期 746百万円(△55.1％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2025年９月期第３四半期 32.41 －

2024年９月期第３四半期 71.55 －

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2025年９月期第３四半期 35,321 19,537 55.2

2024年９月期 37,317 20,152 53.9
(参考) 自己資本 2025年９月期第３四半期 19,491百万円 2024年９月期 20,100百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年９月期 － 0.00 － 60.00 60.00

2025年９月期 － 0.00 －
2025年９月期(予想) 60.00 60.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2025年９月期の連結業績予想（2024年10月１日～2025年９月30日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 43,000 8.0 2,200 22.9 2,180 24.1 1,150 － 129.25

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 －社（社名） 、除外 －社（社名）

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2025年９月期３Ｑ 9,416,000株 2024年９月期 9,416,000株

② 期末自己株式数 2025年９月期３Ｑ 703,477株 2024年９月期 429,177株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2025年９月期３Ｑ 8,897,233株 2024年９月期３Ｑ 8,941,792株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 有（義務）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的と判断する
一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明
当第３四半期連結累計期間におけるわが国の景気は、雇用・所得の改善やインバウンド需要の拡大等により緩や

かに持ち直しました。一方で、米関税措置に伴う米中の貿易摩擦の再燃や政策の不確実性、地政学リスクの高まり

など、世界経済を下押し、国内景気が落ち込むリスクとなっており、先行きは依然として不透明感が拭えない状況

が続いております。

建設コンサルタント業界では、自然災害リスクに備えた国土強靱化の推進や、老朽化が進む社会資本の維持管

理・長寿命化・更新への対応が、引き続き重要な課題となっております。特に足元では、橋梁やトンネルなど構造

物の健全度調査・診断業務の増加、気候変動を踏まえた治水・河川整備事業の拡充、さらには地域防災力強化に向

けた都市インフラ再構築の取り組みが加速しております。加えて、情報通信技術（以下「ICT」という。）やAI等を

活用したインフラサービスの高度化への対応、少子高齢化を見据えた地域創生支援、エネルギー政策に関連した再

生可能エネルギーの需要など、当業界に求められる機能と役割は一層多様化・高度化しております。

このような状況の中、政府による防災・減災・国土強靭化対策に向けた公共事業予算が確保され、現在のところ

国内の公共事業を取り巻く環境はおおむね堅調に推移しております。

こうした経営環境のもと、当社グループは、長期経営計画である「長期経営ビジョン2030」 (2019年10月～2031年

９月)を公表しております。さらに、この「長期経営ビジョン2030」の実現に向けての第２フェーズとして、2022年

11月に公表しました中期経営計画「持続成長プラン2025」 (2022年10月～2025年９月)を策定し、当社グループのさ

らなる成長に向けた基盤づくりを行う重要なステージと位置づけ、より具体的な目標及び施策をとりまとめており

ます。

当第３四半期連結累計期間における当社グループ全体の業績といたしましては、受注高は、防災・減災に向けた

国土強靭化への備えや、インフラの維持管理、長寿命化等の需要や、またICTの活用による建設産業全体の効率化、

活性化の環境下にて、中央省庁からの受注が前年同期比を上回り、前年同四半期連結累計期間比1.0％増加となる

326億69百万円となりました。

売上高は前年同四半期連結累計期間比10.3％増加となる314億93百万円となりました。当社グループの売上高は、

受注の大半が官需という特性により、第２四半期以降に偏る傾向があり、当第３四半期連結累計期間の売上高314億

93百万円は、通期予想売上高430億円に対して73.2％の達成度になります。

売上原価は前年同四半期連結累計期間比15.1％増加となる234億17百万円となりました。

販売費及び一般管理費は、前年同四半期連結累計期間比5.3％増加となる73億58百万円となりました。なお、売上

高が第２四半期以降に偏る傾向があることに対し、販売費及び一般管理費は年間を通じ大きく偏る特徴はございま

せん。

以上の結果、営業利益は７億17百万円(前年同四半期連結累計期間比41.5％減)、経常利益は７億22百万円(前年同

四半期連結累計期間比44.1％減)、親会社株主に帰属する四半期純利益は２億88百万円(前年同四半期連結累計期間

比54.9％減)となりました。

セグメントごとの概況は次のとおりであります。

〔コンサルタント事業〕

構造事業については、株式会社長大、株式会社ピーシーレールウェイコンサルタントが主に手掛けており、主軸

である橋梁設計の他、維持管理や老朽化対策、耐震補強業務等を実施してまいりました。橋梁点検ロボット（特許

取得済）の実用化など、次世代の橋梁管理の技術開発に積極的に取り組んでおります。

社会基盤事業については、株式会社長大、株式会社長大テックが主に手掛けており、災害復旧、防災対応として

の道路計画保全、道路構造物の維持管理、更新に向けた各種点検業務や道路管理データベース構築業務、交通需要

評価業務などに加え、自動車の移動や挙動情報に関するビッグデータ処理による渋滞や事故の評価業務などに取り

組んでまいりました。また 、多様なモビリティの導入、新たな都市機能の強化事業についても積極的に取り組んで

おります。さらに、ITS・情報/電気通信事業では、新たな自動運転の社会実装に関わる業務に参画するなど、自社

技術の展開による次世代移動支援の実現に向け、グループをあげて取り組んでまいりました。

社会創生事業については、株式会社長大が主に手掛けており、基幹である環境事業の他、PPP/PFIや建築計画・設

計等のまちづくり事業に積極的に取り組み、安定的に売上を伸ばしております。環境・新エネルギー事業では、国

内外における再生可能エネルギー事業でのコンサルティングに取り組んでまいりました。また、水力、風力、地熱、

バイオマスなど再生可能エネルギー発電事業に多く取り組んでまいりました。さらに、デジタル田園都市国家構想

に関連し、データ連携基盤を活用したシームレスな行政サービスの実現を支援するなど、地域のデジタル化推進に

も貢献しております。その他、数年前から本格スタートした防衛関連事業においても、構造物設計、交通、環境分

野から建築分野まで幅広く積極的な展開を図っております。

地質・土質事業については、基礎地盤コンサルタンツ株式会社が主に手掛けており、基幹の地質・土質調査関連

事業を基軸に、売上高を安定的に推移することができております。既存の土木インフラに対する地質調査や地盤解

析、災害からの復興に伴う地質調査・対策工設計、そして、再生可能エネルギー分野における複数の洋上風力発電

事業や地熱発電事業、災害対策に伴う地質調査・診断などに幅広く取り組んでまいりました。

海外事業については、株式会社長大、基礎地盤コンサルタンツ株式会社が主に手掛けており、橋梁設計、施工監

理業務、また地質調査などに積極的に取り組んでおります。



人・夢・技術グループ株式会社(9248) 2025年９月期 第３四半期決算短信

－3－

以上の結果、受注高313億41百万円(前年同四半期連結累計期間比1.0％増)、売上高302億27百万円(前年同四半期

連結累計期間比10.3％増)となりました。

〔サービスプロバイダ事業〕

国内では、地元企業と連携した公用地活用事業の運営や自治体と連携したバイオマス発電事業の事業化など、地

域創生に資する事業の推進に取り組んでまいりました。また、海外では、フィリピン国ミンダナオ島における「カ

ラガ地域総合地域経済開発プロジェクト」が着実に進展しております。既に供用開始しているアシガ川小水力発電

所やタギボ川上水供給コンセッション事業についても順調に稼動しております。今後は、フィリピン国内でのイン

フラ整備事業や、インドネシア国でのエネルギーマネジメント事業など、アジア諸国での展開を推進してまいりま

す。

以上の結果、受注高５億88百万円(前年同四半期連結累計期間比19.8％増)、売上高７億62百万円(前年同四半期連

結累計期間比27.8％増)となりました。

〔プロダクツ事業〕

型枠リースシステムは、従来のコンクリート型枠を使用した際に発生する廃材について、循環型資材への転換を

図ることで削減する商品であり、SDGsに対応し、継続的に顧客にご使用いただいております。またコンクリート用

夜間反射塗料、バイオグリーンシールドなどオリジナル商品を拡充し、ラインアップの充実を図っております。

以上の結果、受注高７億39百万円(前年同四半期連結累計期間比12.9％減)、売上高５億３百万円(前年同四半期連

結累計期間比9.6％減)となりました。

（２）財政状態に関する説明

〔資産〕

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は353億21百万円(前連結会計年度末373億17百万円)となり、19億95百万

円の減少となりました。流動資産は238億39百万円(前連結会計年度末255億15百万円)となり、16億76百万円の減少、

固定資産は114億82百万円(前連結会計年度末118億２百万円)となり、３億19百万円の減少となりました。

流動資産が減少となった主な要因は、現金及び預金が５億10百万円増加したものの、受取手形、完成業務未収入

金及び契約資産が29億６百万円減少したことによるものです。

固定資産が減少となった主な要因は、投資有価証券が１億93百万円増加したものの、繰延税金資産が１億58百万

円、その他が２億61百万円それぞれ減少したことによるものです。

〔負債〕

当第３四半期連結会計期間末の負債合計は157億83百万円(前連結会計年度末171億64百万円)となり、13億80百万

円の減少となりました。流動負債は89億87百万円(前連結会計年度末115億52百万円)となり、25億65百万円の減少、

固定負債は67億96百万円(前連結会計年度末56億12百万円)となり、11億84百万円の増加となりました。

流動負債が減少となった主な要因は、未成業務受入金が４億81百万円増加したものの、業務未払金が12億84百万

円、短期借入金が18億円それぞれ減少したことによるものです。

固定負債が増加となった主な要因は、社債が10億円、長期借入金が３億31百万円それぞれ増加したものの、リー

ス債務が３億７百万円減少したことによるものです。

〔純資産〕

当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は195億37百万円(前連結会計年度末201億52百万円)となり、６億15百

万円の減少となりました。

減少となった主な要因は、親会社株主に帰属する四半期純利益を２億88百万円計上及び剰余金の配当を５億55百

万円行ったことにより利益剰余金が２億67百万円減少したこと、信託型従業員持株インセンティブ・プラン

（E-Ship）による当社株式の取得等により自己株式が４億46百万円増加したことによるものです。

これらの結果、自己資本比率は前連結会計年度末の53.9％から55.2％となっております。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

当第４四半期連結会計期間においても引き続き売上高の増加、またそれに伴う営業利益の増加を見込んでおりま

す。そのため通期の業績予測については、現時点では2024年11月26日に公表した連結業績予想からの変更はありま

せん。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(2025年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,505 9,015

受取手形、完成業務未収入金及び契約資産 14,510 11,603

商品 0 0

未成業務支出金 1,768 1,960

原材料及び貯蔵品 320 8

短期貸付金 210 485

その他 477 1,008

貸倒引当金 △276 △243

流動資産合計 25,515 23,839

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,772 1,753

土地 2,527 2,527

リース資産（純額） 184 201

その他（純額） 621 567

有形固定資産合計 5,105 5,049

無形固定資産

のれん 934 841

その他 432 487

無形固定資産合計 1,366 1,329

投資その他の資産

投資有価証券 1,833 2,026

長期貸付金 156 156

長期預金 12 12

繰延税金資産 1,583 1,424

その他 1,744 1,483

貸倒引当金 - △0

投資その他の資産合計 5,329 5,103

固定資産合計 11,802 11,482

資産合計 37,317 35,321
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(2025年６月30日)

負債の部

流動負債

業務未払金 2,687 1,402

短期借入金 2,100 300

1年内返済予定の長期借入金 432 438

リース債務 29 356

未払法人税等 474 191

未払費用 2,259 2,230

未成業務受入金 2,054 2,535

賞与引当金 122 293

受注損失引当金 112 181

特別調査費用引当金 132 -

その他 1,146 1,058

流動負債合計 11,552 8,987

固定負債

社債 - 1,000

長期借入金 1,831 2,163

リース債務 389 82

繰延税金負債 102 146

株式給付引当金 93 102

退職給付に係る負債 2,953 3,050

資産除去債務 171 172

その他 69 78

固定負債合計 5,612 6,796

負債合計 17,164 15,783

純資産の部

株主資本

資本金 3,107 3,107

資本剰余金 5,307 5,299

利益剰余金 11,827 11,560

自己株式 △466 △913

株主資本合計 19,776 19,053

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 316 426

為替換算調整勘定 45 40

退職給付に係る調整累計額 △37 △29

その他の包括利益累計額合計 324 437

非支配株主持分 52 46

純資産合計 20,152 19,537

負債純資産合計 37,317 35,321
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2023年10月１日
至 2024年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年10月１日
至 2025年６月30日)

売上高 28,561 31,493

売上原価 20,343 23,417

売上総利益 8,218 8,076

販売費及び一般管理費 6,990 7,358

営業利益 1,227 717

営業外収益

受取利息 1 5

受取配当金 16 21

受取保険金 1 0

受取家賃 11 11

助成金収入 1 2

補助金収入 29 53

為替差益 73 9

雑収入 35 36

営業外収益合計 171 140

営業外費用

支払利息 79 97

社債発行費 - 12

雑損失 26 26

営業外費用合計 106 135

経常利益 1,292 722

特別利益

固定資産売却益 56 -

投資有価証券売却益 2 -

特別利益合計 59 -

税金等調整前四半期純利益 1,352 722

法人税、住民税及び事業税 690 288

法人税等調整額 35 149

法人税等合計 726 438

四半期純利益 625 284

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △14 △4

親会社株主に帰属する四半期純利益 639 288
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2023年10月１日
至 2024年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年10月１日
至 2025年６月30日)

四半期純利益 625 284

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 98 109

為替換算調整勘定 8 △6

退職給付に係る調整額 13 8

その他の包括利益合計 120 111

四半期包括利益 746 396

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 758 401

非支配株主に係る四半期包括利益 △12 △5
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年

改正会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。

従来、所得等に対する法人税、住民税及び事業税等（以下、「法人税等」という。）について、法令に従い

算定した額を損益に計上することとしておりましたが、所得に対する法人税等について、その発生源泉となる

取引等に応じて、損益、株主資本及びその他の包括利益に区分して計上することとし、その他の包括利益累計

額に計上された法人税等については、当該法人税等が課される原因となる取引等が損益に計上された時点で、

これに対応する税額を損益に計上することとしました。なお、課税の対象となった取引等が、損益に加えて、

株主資本又はその他の包括利益に関連しており、かつ、株主資本又はその他の包括利益に対して課された法人

税等の金額を算定することが困難である場合には、当該税額を損益に計上しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20

－３項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。

なお、当該会計方針の変更による四半期連結財務諸表への影響はありません。

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自 2023年10月１日 至 2024年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額
(注１)

合計
(注２)コンサル

タント事業

サービス
プロバイダ

事業

プロダクツ
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 27,407 596 557 28,561 － 28,561

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ 92 1 93 △93 －

計 27,407 689 558 28,655 △93 28,561

セグメント利益 7,980 177 58 8,216 1 8,218

(注) １．セグメント利益の調整額１百万円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の売上総利益と調整を行っております。

３．資産は報告セグメントに配分していないため記載しておりません。
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２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 8,216

調整額（セグメント間取引消去） 1

販売費及び一般管理費 △6,990

四半期連結損益計算書の営業利益 1,227

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

資産は報告セグメントに配分していないため、記載を省略しております。

当第３四半期連結累計期間(自 2024年10月１日 至 2025年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額
(注１)

合計
(注２)コンサル

タント事業

サービス
プロバイダ

事業

プロダクツ
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 30,227 762 503 31,493 － 31,493

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ 56 － 56 △56 －

計 30,227 818 503 31,550 △56 31,493

セグメント利益 7,881 145 45 8,072 4 8,076

(注) １．セグメント利益の調整額４百万円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の売上総利益と調整を行っております。

３．資産は報告セグメントに配分していないため記載しておりません。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 8,072

調整額（セグメント間取引消去） 4

販売費及び一般管理費 △7,358

四半期連結損益計算書の営業利益 717

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

資産は報告セグメントに配分していないため、記載を省略しております。

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれん償却額は、

次のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 2023年10月１日
至 2024年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年10月１日
至 2025年６月30日)

減価償却費 367百万円 360百万円

のれん償却額 92 92
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３．その他

受注及び販売の状況

（１）受注の状況

当第３四半期連結累計期間の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

（単位：百万円）

セグメントの名称 受注高 前年同四半期比 (％) 受注残高 前年同四半期比 (％)

コンサルタント事業 31,341 1.0 25,681 7.3

サービスプロバイダ事業 588 19.8 1,583 △10.4

プロダクツ事業 739 △12.9 2,110 13.9

合計 32,669 1.0 29,374 6.7

（２）販売の実績

当第３四半期連結累計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

（単位：百万円）

セグメントの名称
当第３四半期連結累計期間

(自 2024年10月１日
至 2025年６月30日)

前年同四半期比 (％)

コンサルタント事業 30,227 10.3

サービスプロバイダ事業 762 27.8

プロダクツ事業 503 △9.6

合計 31,493 10.3

（注） セグメント間の取引については相殺消去しております。
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年８月14日

人・夢・技術グループ株式会社

取締役会 御中

RSM清和監査法人

東京事務所

指定社員
業務執行社員

公認会計士 平澤 優

指定社員
業務執行社員

公認会計士 小菅 義郎

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている人・夢・技術グループ株式会社の2024年10月１日か

ら2025年９月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2025年４月１日から2025年６月30日まで）及び第３

四半期連結累計期間（2024年10月１日から2025年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸

借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務

諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（た

だし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手した

と判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記

載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による

重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国におい

て一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項

に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を

開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の

四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関す

る会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠

して、作成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重

要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起する

こと、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対

して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに

入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ

る。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項

及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の

作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が

認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。


